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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期

第３四半期連結
累計期間

第31期
第３四半期連結
累計期間

第30期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

営業収益 （百万円） 263,628 295,576 382,912

経常利益 （百万円） 47,683 54,249 60,565

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（百万円） 33,819 39,929 44,751

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 32,841 40,752 42,862

純資産額 （百万円） 338,536 376,748 348,447

総資産額 （百万円） 657,889 716,501 676,669

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 211.37 249.56 279.70

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 50.7 51.8 50.7

 

回次
第30期

第３四半期連結
会計期間

第31期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 86.95 106.22

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．当社は、平成28年８月18日付で普通株式１株につき500株の割合で株式分割を行っております。第30期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 

＜流通・外食グループ＞

　分鉄開発株式会社は、平成29年４月１日付で旅館事業をＪＲ九州ホテルズ株式会社へ会社分割により承継し、同

日付でＪＲ九州フードサービス株式会社と合併したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外してお

ります。

 

＜その他グループ＞

　平成29年10月13日付でキャタピラー九州株式会社の株式を取得したため、みなし取得日を平成29年12月31日とし

て、当第３四半期連結会計期間より同社を連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変

更があった事項は、次のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２　

事業の状況　４　事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

 

12　整備新幹線に関する事項

 

(1）整備新幹線の建設計画

整備新幹線とは、昭和45年に制定された全国新幹線鉄道整備法（昭和45年法律第71号）に基づき、昭和48年

に整備計画が決定された北海道新幹線（青森市～札幌市）、東北新幹線（盛岡市～青森市）、北陸新幹線（東

京都～大阪市）、九州新幹線（福岡市～鹿児島市、福岡市～長崎市）を指します。昭和62年の国鉄分割民営化

後、当社はこれら新幹線のうち九州新幹線（鹿児島ルート（福岡市～鹿児島市）、西九州ルート（福岡市～長

崎市））について営業主体とされました。

九州新幹線（鹿児島ルート）は、平成16年３月13日に新八代・鹿児島中央間、平成23年３月12日に博多・新

八代間がそれぞれ開業しました。整備計画決定から約38年を経て全線がつながり、新大阪・鹿児島中央間にお

いて山陽新幹線と九州新幹線の相互直通運転が開始されました。

また、九州新幹線（西九州ルート）につきましては、平成16年12月の「政府・与党申合せ」において、九州

新幹線（西九州ルート）武雄温泉・諫早間の整備は、「並行在来線区間の運営のあり方については、長崎県の

協力を得ながら佐賀県において検討を行うこととし、速やかに結論を出すこととする。調整が整った場合に

は、着工する。その際、軌間可変電車方式による整備を目指す。」ことが決定されました。その後、佐賀県、

長崎県及び当社の三者で調整を行った結果、平成19年12月16日、当社が肥前山口・諫早間を経営分離せず、上

下分離方式により運行すること等について、基本合意に達しました。これを受け、平成20年３月26日に武雄温

泉・諫早間がスーパー特急方式により認可・着工されました。

九州新幹線（西九州ルート）諫早・長崎間は、平成21年12月24日の整備新幹線問題検討会議において、基本

的な５つの条件（①安定的な財源見通しの確保、②収支採算性、③投資効果、④営業主体としてのＪＲの同

意、⑤並行在来線の経営分離についての沿線自治体の同意）を満たすことを確認した上で着工することとされ

ました。平成23年12月26日「整備新幹線の取扱いについて」（政府・与党確認事項）において安定的な財源の

見通しを付けたことを踏まえ、平成24年４月の整備新幹線問題検討会議で収支採算性や投資効果について確認

されたことから、営業主体の同意手続きや沿線自治体の同意手続きを経て、平成24年６月29日に認可されまし

た。

この認可では、既着工区間であった武雄温泉・諫早間と新たな区間（諫早・長崎間）を一体的な事業（佐世

保線肥前山口・武雄温泉間の複線化工事を含む）として扱い、軌間可変電車方式（標準軌）により整備し、開

業時期については諫早・長崎間の着工から概ね10年後とされており、建設主体である鉄道・運輸機構により工

事が進められております。

さらに、軌間可変電車の開発の遅れに伴い、平成28年３月29日、当社、佐賀県、長崎県、与党整備新幹線建

設推進プロジェクトチーム九州新幹線（西九州ルート）検討委員会（以下「検討委員会」という。）、国土交

通省及び鉄道・運輸機構は、武雄温泉・長崎間の施設が完成する平成34年度に、当該区間にフル規格車両を投

入し、博多・武雄温泉間を走行する在来線特急と武雄温泉駅で乗り換えを行うこと（いわゆるリレー方式）に

より開業すること等について合意（以下「６者合意」という。）しました。

 

(2）整備新幹線建設の費用負担

整備新幹線は、鉄道・運輸機構が建設を行っており、その費用は国、地方公共団体及びＪＲが負担すること

とされていますが、ＪＲの負担については、次のイ及びロ（当社の負担はイのみ）を充てることとされていま

す。

イ　整備新幹線の営業主体となるＪＲが支払う貸付料等

ロ　既設の新幹線鉄道施設の譲渡収入の一部

平成９年10月の北陸新幹線高崎・長野間の開業に伴い、整備新幹線の営業主体であるＪＲが支払う貸付料の

額の基準が設けられ、現在は独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法施行令（平成27年政令第392号）

（以下「施行令」という。）第６条に規定されています。

施行令において、貸付料の額は、当該新幹線開業後の営業主体の受益の程度を勘案し算定された額に、貸付

けを受けた鉄道施設に関して鉄道・運輸機構が支払う租税及び鉄道・運輸機構の管理費の合計額を加えた額を

基準として、鉄道・運輸機構において定めるものとされています。ここでいう受益は、新幹線が開業した場合
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の当該新幹線区間及び関連線区区間の収支と、開業しなかったと仮定した場合の並行在来線及び関連線区区間

の収支を比較し、前者が後者より改善することにより営業主体が受けると見込まれる利益とされており、具体

的には、開業後30年間の需要予測及び収支予測に基づいて算定されることとなります。なお、この受益の程度

を勘案し算定された額については、開業後30年間は定額とされています。また、租税及び鉄道・運輸機構管理

費相当額については、営業主体の当該新幹線開業後の経費として、受益算定の際に反映されています。

整備新幹線の建設を行う鉄道・運輸機構は建設費の調達を行い、建設した施設を保有することとされていま

す。当社は完成後にこの施設の貸付けを受け、開業後に上記イの貸付料等を支払うこととなっており、建設期

間中における同機構への建設費の直接負担は原則としてないものとされています。

なお、「７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に記載のとおり、当社は、ＪＲ会

社法改正法及び九州旅客鉄道株式会社の経営安定基金の取崩しに関する省令（平成27年国土交通省令第61号）

（以下「省令」という。）に基づき、九州新幹線（新八代・鹿児島中央間及び博多・新八代間）の上記貸付料

の定額部分につき、平成28年４月１日から各区間の開業後30年までに係る貸付料の全額（約2,205億円）を一括

して平成27年度末に鉄道・運輸機構に支払っております。

また、九州新幹線（西九州ルート）の開業以降、当該路線の営業主体となる当社が、建設主体である鉄道・

運輸機構に支払う新幹線鉄道施設の貸付料については、現段階で決定しておりません。

 

(3）並行在来線の扱い

平成16年３月の九州新幹線（鹿児島ルート）新八代・鹿児島中央間の開業時に、並行在来線である鹿児島本

線八代・川内間は経営分離され、「肥薩おれんじ鉄道株式会社」に引き継がれました。

また、九州新幹線（西九州ルート）においては、長崎本線肥前山口・諫早間は経営分離せず、平成34年度に

予定されている開業時点で上下分離し、当社は、当該開業時点から３年間は一定水準の列車運行のサービスレ

ベルを維持するとともに、当該開業後、23年間運行を維持することを６者合意にて確認しております。

 

(4）軌間可変電車の九州新幹線（西九州ルート）への導入を含む整備新幹線建設に関する当社の考え方

(2)記載の貸付料のうち、受益の程度を勘案して算定される額は、実際の収益に関わらず定額を支払うことと

されているため、収支が予測を下回る場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、九州新幹線（西九州ルート）において運行することが予定されている軌間可変電車は鉄道・運輸機構

により開発途上にあり、安全性、耐久性、保全性及び経済性が確保されることが十分確認される必要があり、

開発状況等によっては、整備スキームへ影響を及ぼす可能性があります。

さらに、建設の遅滞等により開業の遅れが発生した場合や、開業後の収益が予測を下回った場合、当社グ

ループの他の事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

なお、九州新幹線（西九州ルート）に関しては、平成29年７月14日の国土交通省の軌間可変技術評価委員会

において、軌間可変電車の安全性、経済性について引き続き課題が残っているものと評価されたことを受け

て、当社は、平成29年７月25日の検討委員会において、車両コストが大幅に増額となり収支採算性が成り立た

ず、軌間可変電車による運営は困難である旨の意見を表明しております。併せて、安全性の課題の解決には少

なくとも年単位の時間を要することが見込まれることから、新幹線インフラの整備効果が極めて限定的になる

リレー方式による運営が長期化することが懸念され、経営上大きな問題となる旨の意見を表明しております。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国の経済は、世界経済の緩やかな成長を受けて輸出や生産が増加基調に

あるほか、雇用・所得環境の着実な改善を背景に個人消費が底堅さを増すなど、緩やかに拡大しました。また、一

昨年４月に発生した「平成２８年熊本地震」については、復旧・復興需要の本格化に加え、観光産業等もインバウ

ンド需要をはじめ全体として持ち直すなど、回復基調が続きました。

このような状況のなか、当社グループは「ＪＲ九州グループ中期経営計画２０１６－２０１８」のもと、「や

さしくて力持ちの“総合的なまちづくり企業グループ”」を目指し、すべての事業において安全を基本に、より

一層のサービス向上に努め、各事業において積極的な事業展開による収益の拡大を図るとともに、より効率的な

業務運営と徹底的なコスト削減を推進してきました。
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この結果、当第３四半期連結累計期間における営業収益は前年同期比12.1％増の2,955億76百万円となりまし

た。営業利益は前年同期比11.8％増の517億円、EBITDAは前年同期比13.4％増の644億85百万円、経常利益は前年

同期比13.8％増の542億49百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比18.1％増の399億29百万円と

なりました。

 

(注) 当第３四半期連結累計期間におけるEBITDAは、営業利益に減価償却費を加えた数値であります。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　運輸サービスグループ

鉄道事業においては、安全とサービスを基盤とした事業運営を行うとともに、九州新幹線を基軸としたネット

ワークを最大限に活用し、お客さまの視点に立った営業施策を実施することにより収入確保に努めました。

安全面では、ＪＲ九州グループ全体の安全風土をつくるべく「俺の○○！私の○○！～一人ひとりの持ち場

で、“氣”の満ちた最高の仕事をやり遂げる～」をスローガンとした安全創造運動を展開しました。また、異常

時対応能力の向上を図るため、大規模地震想定訓練や総合脱線復旧訓練等を実施しました。安全投資では、老朽

設備の取替を着実に実施するとともに、防災対策として豪雨対策や新幹線における脱線防止ガードの設置等に引

き続き取り組みました。さらに、昨年11月より筑肥線九大学研都市駅において軽量型ホームドアの実証試験を開

始しました。サービス面では、基本となる「５Ｓ」（整理・整頓・清掃・清潔・躾）を当たり前に実践し、「笑

顔」でお客さまをお迎えするとともに、お客さまの心に響く「あいさつ」を行う取り組みを進めました。

営業面では、九州新幹線を中心とした鉄道利用促進を図るべく、「九州新幹線２枚きっぷ」や新幹線定期券

「新幹線エクセルパス」などの各種商品の販売促進に努めるとともに、「ＧＯ！ＧＯ！！キスマイクマモトオオ

イタ」キャンペーンを展開しました。「ＪＲ九州インターネット列車予約サービス」については、インターネッ

ト限定商品の拡充や乗換検索サイトとの連携、「ＪＲキューポ」へのポイントプログラム統合などによる利便性

の向上、「列車こそネット予約でしょ！」プロモーションによる販売促進に努めました。また、クルーズトレイ

ン「ななつ星in九州」や昨年３月に運行開始した特急「かわせみ・やませみ」を含む11のＤ＆Ｓ（デザイン＆ス

トーリー）列車をはじめ、九州の自然・食・温泉・歴史文化・沿線地域の方々によるおもてなしなど、九州ブラ

ンドの認知度向上と九州への誘客促進に努めました。地域の元気をつくる取り組みでもある「駅長おすすめのＪ

Ｒ九州ウォーキング」については、地元の方々と連携した魅力あるコース設定に努め、多くのお客さまにご利用

いただきました。さらに、海外からのお客さま向けの主力商品である「ＪＲ九州レールパス」についても、ＷＥ

Ｂ販売システムの導入による直接販売及び指定席事前予約サービスを開始したほか、韓国、台湾、香港、中国、

タイを中心としたそれぞれの国に適した情報発信や販売促進に努めました。

輸送面では、列車の増発による輸送力の増強など、きめ細かな輸送施策を展開し、各線区の需要動向に応じた

効率的な輸送体系の構築に努めるとともに、九州新幹線を中心とした輸送ネットワークの更なる充実を図ること

で利用促進に努めました。なお、昨年７月に発生した「平成２９年７月九州北部豪雨」及び９月に発生した「平

成２９年台風第１８号」の影響により、久大本線、日田彦山線、日豊本線等の鉄道施設に被害が生じ、一部区間

において代行輸送を実施していますが、日豊本線臼杵～佐伯間については、昨年12月に運転を再開しました。ま

た、「平成２８年熊本地震」の影響により運転を見合わせている豊肥本線肥後大津～阿蘇間については、昨年４

月に設置した「豊肥本線復旧事務所」を中心に、国や関係自治体による砂防や治山、道路の復旧事業と調整しな

がら、早期復旧に向け取り組んでおります。

旅行業においては、強みである九州を中心とした鉄道利用国内旅行商品を展開したほか、インターネット販売

商品の充実を図りました。また、高速船「ビートル」を利用した韓国商品や株式会社ジェイティービーとのアラ

イアンス関係を生かした海外旅行商品の販売促進に努めました。

船舶事業においては、福岡～釜山航路及び対馬～釜山航路において、高速船「ビートル」のリニューアルを行

い、質の高い輸送サービスの提供に努めました。

バス事業においては、九州新幹線と接続する高速バス「Ｂ＆Ｓみやざき」について、「ＪＲ九州インターネッ

ト列車予約サービス」にてインターネット限定割引きっぷの設定を行い利便性の向上に繋げたほか、他の高速バ

ス路線においても期間限定の割引キャンペーンを展開するなど収益確保に努めました。

この結果、営業収益は前年同期比5.0％増の1,353億52百万円、営業利益は前年同期比8.4％増の274億96百万

円、EBITDAは前年同期比14.3％増の311億77百万円となりました。

 

②　建設グループ
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建設業においては、鉄道高架化工事、新幹線関連工事、マンション工事等を受注するとともに、工事の着実な

遂行と経費の節減に努めました。

この結果、営業収益は前年同期比8.0％増の462億９百万円、営業利益は前年同期比19.0％減の15億44百万円、

EBITDAは前年同期比14.7％減の21億45百万円となりました。

 

③　駅ビル・不動産グループ

不動産賃貸業においては、昨年４月に「アミュプラザ小倉」、６月に「アミュプラザ長崎」、７月に「アミュ

プラザ鹿児島」のリニューアルを実施したほか、各駅ビルにおいて積極的なイベント展開を行い、収益確保に努

めるとともに、９月に「六本松４２１」を開業し、地域と連携したにぎわいづくりによる魅力ある「マチナカ」

開発を推進しました。また、昨年２月に「ＲＪＲプレシア博多」の入居を開始したほか、６月に「東十条マン

ション」を取得しました。不動産販売業においては、「ＭＪＲ赤坂タワー」等を売上に計上したほか、「ＭＪＲ

ザ・ガーデン大江」や「ＭＪＲザ・ガーデン鹿児島中央」などの販売に取り組みました。

この結果、営業収益は前年同期比47.7％増の536億58百万円、営業利益は前年同期比21.7％増の188億46百万

円、EBITDAは前年同期比16.6％増の254億４百万円となりました。

 

④　流通・外食グループ

小売業及び飲食業においては、昨年７月にドラッグストアを東京に、８月にカフェを大阪に初出店するととも

に、12月に新業態となるとんかつ専門店を初出店するなど、新規出店を積極的に行うとともに収益拡大に努めま

した。農業においては、昨年９月に九州産の旬の野菜を販売する「八百屋の九ちゃん」を「六本松４２１」に出

店し、収益拡大に努めました。

この結果、営業収益は前年同期比2.7％増の775億25百万円、営業利益は前年同期比11.2％増の27億89百万円、

EBITDAは前年同期比6.4％増の40億23百万円となりました。

 

⑤　その他グループ

ホテル業においては、昨年６月に沖縄に初出店となる「ＪＲ九州ホテル　ブラッサム那覇」を開業するととも

に、11月に「奥日田温泉　うめひびき」をグランドオープンするなど、エリア拡大及び収益拡大に努めました。

シニア事業においては、昨年９月に５施設目となる住宅型有料老人ホーム「ＳＪＲ六本松」を開設し、お客さま

に選ばれる施設を目指し、サービス向上に努めました。

この結果、営業収益は前年同期比3.4％減の430億31百万円、営業利益は前年同期比20.6％減の14億57百万円、

EBITDAは前年同期比5.4％減の23億２百万円となりました。

 

(注) セグメント別のEBITDAは、各セグメントにおける営業利益に減価償却費を加えた数値（セグメント間取引消

去前）であります。
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（参考）当社の鉄道事業の営業実績

①輸送実績

区分 単位
第31期第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

 

前年同期比（％）

営業日数 日 275 100.0

営業キロ

新幹線 キロ 288.9 100.0

在来線 〃 1,984.1 100.0

計 〃 2,273.0 100.0

輸送人員

定期 千人 167,111 101.2

定期外 〃 90,819 103.3

計 〃 257,930 101.9

輸送人
キロ

 

新幹線

定期 千人キロ 150,048 99.5

定期外 〃 1,366,927 111.1

計 〃 1,516,975 109.8

在来線

幹線

定期 〃 2,713,379 100.1

定期外 〃 2,268,900 100.7

計 〃 4,982,279 100.4

地方

交通線

定期 〃 402,179 98.8

定期外 〃 214,552 97.1

計 〃 616,732 98.2

計

定期 〃 3,115,559 99.9

定期外 〃 2,483,452 100.4

計 〃 5,599,011 100.1

合計

定期 〃 3,265,607 99.9

定期外 〃 3,850,379 103.9

計 〃 7,115,987 102.0
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②収入実績

区分 単位
第31期第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

 

前年同期比（％）

旅客運輸収入

新幹線

定期 百万円 2,038 99.9

定期外 〃 38,961 110.6

計 〃 41,000 110.0

在来線

定期 〃 22,714 100.8

定期外 〃 50,218 101.5

計 〃 72,933 101.3

合計

定期 〃 24,753 100.7

定期外 〃 89,180 105.3

計 〃 113,934 104.2

荷物収入 〃 0 89.4

合計 〃 113,934 104.2

鉄道線路使用料収入 〃 442 110.7

運輸雑収 〃 11,797 108.1

収入合計 〃 126,174 104.6
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(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べ5.9％増加し、7,165億１百万円と

なりました。流動資産は、受取手形及び売掛金の回収等により前連結会計年度末に比べ1.8％減少し、1,950億88百

万円となりました。固定資産は、有形固定資産の取得等により前連結会計年度末に比べ9.1％増加し、5,214億13百

万円となりました。

一方、負債の部の合計額は、前連結会計年度末に比べ3.5％増加し、3,397億53百万円となりました。流動負債

は、工事前受金の増等により前連結会計年度末に比べ3.8％増加し、1,400億80百万円となりました。固定負債は、

災害損失引当金の増等により前連結会計年度末に比べ3.3％増加し、1,996億72百万円となりました。

また、純資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べ8.1％増加し、3,767億48百万円となりました。これは、

利益剰余金の増加等によるものです。

 

 

(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、４億46百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 640,000,000

計 640,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 160,000,000 160,000,000

東京証券取引所

（市場第一部）

福岡証券取引所

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

で、単元株式数は

100株であります。

計 160,000,000 160,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年10月1日～

平成29年12月31日
- 160,000,000 - 16,000 - 171,908
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（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。
 

①【発行済株式】

　平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　159,988,900 1,599,889

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式で、単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 普通株式      11,100 － －

発行済株式総数 普通株式　160,000,000 － －

総株主の議決権 － 1,599,889 －

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役

事業開発本部副本部長

兼　　　　　企画部長

兼　　　　　カード事業部長

常務取締役

 

事業開発本部副本部長

兼　　　　　企画部長

 

津髙　守 平成29年８月17日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,337 16,597

受取手形及び売掛金 45,843 35,414

未収運賃 1,625 1,989

有価証券 64,849 66,461

商品及び製品 13,945 13,200

仕掛品 16,248 31,655

原材料及び貯蔵品 5,978 7,487

繰延税金資産 5,661 3,816

未収還付法人税等 9,746 －

その他 27,403 18,587

貸倒引当金 △34 △120

流動資産合計 198,606 195,088

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 195,506 208,116

機械装置及び運搬具（純額） 11,794 16,763

土地 89,622 98,819

建設仮勘定 21,907 28,487

その他（純額） 7,251 16,384

有形固定資産合計 326,081 368,572

無形固定資産 5,824 5,697

投資その他の資産   

投資有価証券 17,063 23,982

繰延税金資産 58,102 55,206

退職給付に係る資産 667 761

金銭の信託 60,109 56,341

その他 10,610 11,559

貸倒引当金 △395 △708

投資その他の資産合計 146,157 147,143

固定資産合計 478,063 521,413

資産合計 676,669 716,501

 

EDINET提出書類

九州旅客鉄道株式会社(E32679)

四半期報告書

14/23



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 37,089 29,364

短期借入金 490 5,566

1年内返済予定の長期借入金 791 793

未払金 45,573 36,481

未払法人税等 3,817 5,577

預り連絡運賃 1,513 1,284

前受運賃 5,191 5,839

賞与引当金 8,607 4,597

その他 31,868 50,573

流動負債合計 134,945 140,080

固定負債   

長期借入金 77,034 76,445

安全・環境対策等引当金 5,368 5,318

災害損失引当金 6,012 8,417

退職給付に係る負債 62,504 58,655

資産除去債務 1,324 1,525

その他 41,032 49,310

固定負債合計 193,276 199,672

負債合計 328,222 339,753

純資産の部   

株主資本   

資本金 16,000 16,000

資本剰余金 234,263 234,270

利益剰余金 86,987 114,516

株主資本合計 337,250 364,786

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 10,312 10,493

為替換算調整勘定 132 133

退職給付に係る調整累計額 △4,655 △4,134

その他の包括利益累計額合計 5,789 6,492

非支配株主持分 5,408 5,469

純資産合計 348,447 376,748

負債純資産合計 676,669 716,501
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

営業収益 263,628 295,576

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 152,450 174,662

販売費及び一般管理費 64,926 69,212

営業費合計 217,376 243,875

営業利益 46,252 51,700

営業外収益   

受取利息 239 41

受取配当金 106 304

金銭の信託運用益 1,375 1,440

投資有価証券運用益 274 822

雑収入 383 527

営業外収益合計 2,378 3,136

営業外費用   

支払利息 513 507

上場関連費用 284 －

雑損失 148 81

営業外費用合計 946 588

経常利益 47,683 54,249

特別利益   

負ののれん発生益 － 915

工事負担金等受入額 744 822

金銭の信託売却益 3,014 －

その他 597 533

特別利益合計 4,356 2,271

特別損失   

災害損失引当金繰入額 7,383 3,657

災害による損失 1,804 366

固定資産圧縮損 148 757

その他 446 442

特別損失合計 9,782 5,223

税金等調整前四半期純利益 42,258 51,296

法人税、住民税及び事業税 2,918 6,761

法人税等調整額 5,481 4,529

法人税等合計 8,400 11,291

四半期純利益 33,857 40,004

非支配株主に帰属する四半期純利益 38 75

親会社株主に帰属する四半期純利益 33,819 39,929
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 33,857 40,004

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,528 221

為替換算調整勘定 △24 1

退職給付に係る調整額 536 525

その他の包括利益合計 △1,016 748

四半期包括利益 32,841 40,752

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 32,810 40,632

非支配株主に係る四半期包括利益 30 120
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　連結の範囲の重要な変更

　分鉄開発株式会社は、平成29年４月１日付で旅館事業をＪＲ九州ホテルズ株式会社へ会社分割により承継

し、同日付でＪＲ九州フードサービス株式会社と合併したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から

除外しております。

　また、平成29年10月13日付でキャタピラー九州株式会社の株式を取得したため、みなし取得日を平成29年12

月31日として、当第３四半期連結会計期間より同社を連結の範囲に含めております。

 

 

（追加情報）

(「平成29年７月九州北部豪雨」及び「平成29年台風第18号」による被害の発生）

　「平成29年７月九州北部豪雨」及び「平成29年台風第18号」により、鉄道施設に被害が発生しました。これ

らによる復旧費用等のうち、当第３四半期連結累計期間における復旧費用等を「災害による損失」として、ま

た、第４四半期連結会計期間以降に見込まれる復旧費用等については、その金額を合理的に見積り、「災害損

失引当金繰入額」として、当第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書の特別損失に計上しておりま

す。

　ただし、現時点で合理的に見積もることが困難な復旧費用等については、「災害損失引当金繰入額」に含め

ておりません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 　　　偶発債務

 連結子会社以外に対して行っている債務保証は、次のとおりであります。

  
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

 従業員(住宅資金借入債務) 3百万円 2百万円

 大分高速鉄道保有株式会社(借入債務) 42 －

 計 45 2

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 10,612百万円 12,784百万円

　（注）のれんの償却額及び負ののれんの償却額については、金額の重要性が乏しいため、記載を省略しており

ます。
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　１　配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

 

　２　株主資本の金額の著しい変動

　株主資本の合計金額には、著しい変動はありません。

　なお、当社は、平成28年６月21日開催の第29回定時株主総会において、繰越利益剰余金の欠損填補を行う

とともに、今後の柔軟かつ機動的な資本政策を実現するため、その他資本剰余金の一部ならびに税効果積立

金及び別途積立金の全部を繰越利益剰余金へ振り替えることを付議し、承認可決されました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が325,586百万円減少し、利益剰余金が325,586

百万円増加しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
配当の原資

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

 平成29年６月23日

 定時株主総会
普通株式 6,160 利益剰余金 38.5 平成29年３月31日 平成29年６月26日

 平成29年11月９日

 取締役会
普通株式 6,240 利益剰余金 39.0 平成29年９月30日 平成29年12月５日

 

 

　　　　　２　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）1

計
調整額
（注）2

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）3 

運輸
サービス

建設
駅ビル・
不動産

流通・
外食

売上高         

外部顧客への売上高 125,386 11,043 31,809 75,194 20,194 263,628 － 263,628

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,545 31,738 4,517 263 24,370 64,435 △64,435 －

計 128,931 42,781 36,327 75,458 44,564 328,063 △64,435 263,628

セグメント利益 25,357 1,906 15,491 2,508 1,836 47,100 △847 46,252

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業等を含んでおり

ます。

　　　２．セグメント利益の調整額△847百万円は、セグメント間取引消去です。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）1

計
調整額
（注）2

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）3 

運輸
サービス

建設
駅ビル・
不動産

流通・
外食

売上高         

外部顧客への売上高 131,629 15,290 48,914 77,295 22,447 295,576 － 295,576

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,722 30,919 4,744 230 20,583 60,200 △60,200 －

計 135,352 46,209 53,658 77,525 43,031 355,777 △60,200 295,576

セグメント利益 27,496 1,544 18,846 2,789 1,457 52,134 △434 51,700

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業等を含んでおり

ます。

　　　２．セグメント利益の調整額△434百万円は、セグメント間取引消去です。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 211円37銭 249円56銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
33,819 39,929

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
33,819 39,929

普通株式の期中平均株式数（株） 160,000,000 160,000,000

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２．当社は平成28年８月18日付で株式１株につき500株の株式分割を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　平成29年11月９日開催の取締役会において、当期の中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（１）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,240百万円

　（２）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 39円

　（３）支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　平成29年12月５日

 （注）　平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っています。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成30年２月８日

九州旅客鉄道株式会社

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人　トーマツ 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 本野　正紀　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西元　浩文　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 上田　知範　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている九州旅客鉄道株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から

平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して九州旅客鉄道株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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